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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、「株主・顧客・社員並びに社会の信頼に応える公明正大・自主独立の事業経営を行い、HIMACS の責任と義務を全うする」ことを経営理

念の中核とし、事業運営に取り組んでまいりました。

　また、コーポレートガバナンス・コードの原則を踏まえ、当社は企業の持続的な成長・発展に向け、透明性が高く効率的な経営の実現とステーク
ホルダー等との会話を通じ、公平で迅速かつ正確な情報提供に努め、コーポレートガバナンスの更なる充実が重要な経営課題と認識し継続的に
取り組んでまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４　議決権の電子行使や招集通知の英訳】

　現在、当社株式を所有する海外投資家の所有比率及び株主数比率は、相対的に低い状況にあります。つきましては、当該比率が相当程度まで
高まった段階で、議決権の電子行使や招集通知等の英訳を進めることといたします。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　いわゆる政策保有株式】

　（１）　政策保有に関する方針

　　取引先等の株式を保有することにより、基本的には、中長期的な関係維持又は取引拡大或いはシナジー創出等に有効的であるもの、その他

　　政策的な理由から必要と判断されるものを対象として、株式を保有することを基本方針としております。

　　この方針に基づき主要な保有株式について、毎年、取締役会で保有する合理性を検証することとしております。

　（２）　議決権行使の基準

　　保有先企業の中長期的な企業価値の向上に資するものか否かを総合的に判断し、議決権を行使いたします。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、取締役の競業取引及び利益相反取引は、取締役会での決議事項としております。

　取締役及び監査役については、本人及び近親者、本人が兼務している法人等、本人及び近親者が議決権の過半数を所有している法人等の関
連当事者との取引について、定期的に取引の有無を把握しております。

　また、関連当事者と取引を行う場合、個別にその妥当性を確認することとしております。

　なお、現在、当社には競業取引及び利益相反取引、関連当事者との取引はございません。

【原則３－１　情報開示の充実】

　原則３－１（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　 （１）経営理念等

　　　当社ホームページ（https://www.himacs.jp/company/idea/index.html）に掲載しております。

　 （２）経営戦略、経営計画

　　　当社ホームページ（https://www.himacs.jp/service/reform/index.html）に掲載しております。

　原則３－１（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　　　　　　　　　当報告書「１－１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

　原則３－１（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　　　　　　　　　　社内取締役の報酬は、職務執行の対価として株主総会で決議された報酬限度額範囲で月次定額で支払われる「基本報酬」と、業

　　　　　　　　　　績の対価として株主総会の承認を経て支払われる「取締役賞与」があります。なお、「基本報酬」のうち一定額を役員持株会に拠

　　　　　　　　　　出して、当社株式を購入することとし、取得した株式は、原則として取締役在任期間中保有することとしております。

　　　　　　　　　　社外取締役については、株主総会で決議された報酬限度額範囲で月次定額で支払われる「基本報酬」のみを支給することとして

　　　　　　　　　　ております。

　　　　　　　　　　取締役の報酬については、透明性・公正性を確保する観点から、「役員報酬規程」に基づき社外役員を半数以上とする任意の報

　　　　　　　　　　酬委員会からの提案により、取締役会で協議の上、決定することとしております。

　　　　　　　　　　また、平成30年６月22日開催予定の第42期定時株主総会にて、取締役（社外取締役を除く）に対し、新たに、業績連動型株式報

　　　　　　　　　　酬（パフォーマンス・シェア・ユニット）制度を導入する議案を付議いたします。

　原則３－１（４）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　　　　　　　　　　経営幹部の選任、取締役候補者の指名につきましては、迅速かつ的確な意思決定や知識・経験・能力等のバランスを考慮し、

　　　　　　　　　　総合的に検討しております。

　　　　　　　　　　また、監査役候補者の指名につきましては、財務・会計に関する知見及び当社事業分野の知識など企業経営に関する多様な視

　　　　　　　　　　点を確保するよう検討しております。この方針に基づき、社内取締役が人選を行い、透明性を確保する観点から社外取締役及び

　　　　　　　　　　監査役に対して選任理由の説明を行い、助言を踏まえた上で、取締役会にて決定することとしております。

　原則３－１（５）経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

　　　　　　　　　　取締役・監査役候補の選任理由は、株主総会招集通知の株主総会参考書類に記載しております。

【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】



　当社は、「取締役会規則」を定め、法令に基づき取締役会による決議が必要な事項の他、主に内部統制やリスク管理等その重要性を鑑み取締
役会における審議・決議が妥当であると判断した事項を明確にしております。

　取締役会が決定した経営の基本方針と戦略に則った、業務の実行計画の策定と執行を経営陣に委任しております。また、「決裁規則」及び「職
務権限規則」を定め、経営陣が遂行できる範囲を明確にしております。

【原則４－８ 独立社外取締役の有効な活用】

　現在、当社の独立社外取締役は２名であります。

　なお、両名とも経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社の経営に対する適切な監督をしていただけると期待しており
ます。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当報告書「２－１．機関構成・組織運営等に係る事項【独立役員関係】」に記載のとおりです。

【補充原則４－１１－１　取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社は、取締役会の構成について知識・経験・能力及び意見の多様性を踏まえ、かつ迅速な意思決定が出来る規模を考慮して選任しておりま
す。

　当社の取締役会は、迅速な意思決定を行っていく規模として、適切であると考えております。また、全員が当社の業界における豊富な知識・経験
を有しております。なお、取締役７名の内、当社出身者は３名であり、外部からの多様な視点を当社の経営に反映できる体制を構築しております。

【補充原則４－１１－２ 取締役・監査役の兼任状況】

　事業報告及び株主総会参考書類に、各取締役及び監査役の他の上場会社等との重要な兼務状況を開示しております。また、社外取締役・社

外監査役の当社取締役会への出席状況等を事業報告書に記載しております。

【補充原則４－１１－３ 取締役会全体の実効性について分析・評価】

　当社は、全取締役及び全監査役に対し、取締役会の構成及び運営並びに審議の状況、支援体制などにつきアンケートを実施いたしました。この
アンケート結果を基に、社外取締役及び監査役が取締役会全体の実効性について議論し、分析・評価いたしました。

　その結果、当社取締役会は、経営判断を行うための情報が提供され、社外取締役及び監査役から積極的な意見・提言など活発な議論がなされ
ており、取締役会の実効性は確保されていることを確認いたしました。なお、持続的な成長に向けた課題に対する方向性の議論を、より深めていく
必要があるとの検討課題を共有いたしました。

　当社取締役会は、この分析・評価を踏まえ、取締役会の実効性を更に高めてまいります。

【補充原則４－１４－２ 取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

　当社の取締役及び監査役は、当社の業界の特性や事業・財務等に関する幅広い知識を有している方及び必要な知識の習得など常に自己研

鑽に努めることが出来る方を選任しております。

　当社は、新任の社外役員を迎えるに際して、当社の会社概要・業績動向及び経営理念などの説明を就任前に実施しております。

　また、当社は、自己研鑽の機会として各種セミナー情報を提供し、その費用の支援を行っております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、ＩＲ担当役員を選任すると共に、総務部をＩＲ担当部署としております。

　ＩＲ活動に必要な情報を財務部や営業など関連部署から収集し、総務部で取り纏めております。

　また、決算説明会は半期に１度開催し、代表取締役社長から直近の業績動向や課題への取組内容及び進捗等を説明しております。その説明会
の内容は、当社ホームページ等から動画配信しており、株主や投資家の皆様にも公平な情報開示に努めております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ハイマックス社員持株会 374,223 6.02

前田 眞也 356,858 5.74

株式会社前田計画研究所 312,496 5.03

山本 昌平 277,080 4.46

株式会社野村総合研究所 237,600 3.82

株式会社三菱東京UFJ 銀行 219,600 3.53

日本生命保険相互会社 176,200 2.83

GOLDMAN, SACHS & CO. REG 150,000 2.41

富国生命保険相互会社 140,400 2.26

株式会社みずほ銀行 140,000 2.25

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

堀越 政美 他の会社の出身者 △

角 宏幸 他の会社の出身者 △

嵯峨野 文彦 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

堀越 政美 ○

社外取締役 堀越政美氏はエヌ・ティ・テ

ィ・データグループの元役員（平成21年６

月退任）であります。同社グループと当社

グループとの間には、年間680百万円（平

成30年３月期実績）の取引が存在してお

ります。

当社及び当社子会社での勤務経験はあ

りません。

当社の独立役員です。

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有

していることから、当社の経営に対する適切な

監督を通じ、中長期的な企業価値の向上に寄

与するものと考えております。また、同氏は、

当社グループの取引先の元役員であります

が、平成21年６月に退任され相当の期間が経

過していること及び親会社や兄弟会社、主要

な取引先、主要株主の出身者でないことから、

独立性・中立性は確保されております。



角 宏幸 ○

社外取締役 角宏幸氏は株式会社日本総

合研究所の元役員（平成25年７月退任）で
あります。同社と当社グループとの間に
は、年間265百万円（平成30年３月期実
績）の取引が存在しております。

当社及び当社子会社での勤務経験はあり
ません。

当社の独立役員です。

当社と同業界の企業の要職を歴任されており、
特に金融業界における専門的知識と高い見識
を有しており、客観的・専門的知識から、当社
の経営に対する適切な監督・助言が得られると
考えております。また、同氏は、当社グループ
の取引先の元役員でありますが、平成25年7月
に退任され相当の期間が経過していること及び
親会社や兄弟会社、主要な取引先、主要株主
の出身者でないことから、独立性・中立性は確
保されております。

嵯峨野 文彦 　

社外取締役 嵯峨野文彦氏は株式会社野

村総合研究所の常務執行役員でありま
す。同社は当社の主要取引先でありま
す。

当社及び当社子会社での勤務経験はあり
ません。

当社と同業界の企業の要職を歴任されており、
その専門的知識と幅広い実績に基づき、当社
の経営に対する適切な監督を通じ、中長期的
な企業価値の向上に寄与するものと考えてお
ります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

― ― ― ― ― ― ― ―

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 5 0 1 2 0 2
社内取
締役

補足説明

報酬委員会は、代表取締役、独立社外取締役、常勤監査役及び独立社外監査役で構成されております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人より、年度初めに監査計画の報告（１回）や四半期毎にレビュー結果の報告（３回）及び年度末に監査結果の報告（１回）
を受け、この他に必要に応じて意見・情報の交換を行うなど、連携を図っております。

　内部監査は、代表取締役社長に直属の監査室を置き、業務監査を実施しております。室員は３名であり、監査結果は代表取締役社長に直接報
告され、その後の改善状況を随時フォローするとともに、監査役にも定期的に報告する等、監査役監査との連携を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

青木 勝彦 他の会社の出身者 △

山本 章治 他の会社の出身者 △



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

青木 勝彦 ○

社外監査役 青木勝彦氏は株式会社日立

システムエンジニアリング（現株式会社日

立ソリューションズ）の元役員（平成18年６

月退任）であります。同社と当社グループ

との間には、年間42百万円（平成30年３

月期実績）の取引が存在しております。

当社及び当社子会社での勤務経験はあ

りません。

当社の独立役員です。

これまでの取締役及び監査役の経験と幅広い

見識により、特に財務及び会計に関する知見
を有し、その観点からの経営監視が得られると

考えております。

また、同氏は、当社グループの取引先の元役

員でありますが、平成18年６月に退任され相当

の期間が経過していること及び親会社や兄弟

会社、主要な取引先、主要株主の出身者でな

いことから、独立性・中立性は確保されており

ます。

山本 章治 ○

社外監査役 山本章治氏は日立ソフトウェ

アエンジニアリング株式会社（現株式会社

日立ソリューションズ）の元役員（平成22

年３月退任）であります。同社と当社グル

ープとの間には、年間42百万円（平成30

年３月期実績）の取引が存在しておりま

す。

当社及び当社子会社での勤務経験はあ

りません。

当社の独立役員です。

当社と同じ業界の企業の要職を歴任されてお

り、業務内容及び当業界に精通していることか

ら、その経験と幅広い見識からの経営監視が

得られると考えております。

また、同氏は、当社グループの取引先の元役

員でありますが、平成22年３月に退任され相当

の期間が経過していること及び親会社や兄弟

会社、主要な取引先、主要株主の出身者でな

いことから、独立性・中立性は確保されており

ます。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。当社の「独立役員の独立性判断基準」は、次のとおりです。

　社外役員が以下のいずれにも該当しない場合、取締役会等にて独立役員としての独立性を有するものとみなす。

（１）最近1年間において、当社グループを主要取引先とする者又はその業務執行者

　　当社グループを主要取引先とする者とは、当社グループに対して製品又はサービス等を提供する取引先であって、事業年度における取引高

　 が取引先の連結売上高（又は売上高）の２％を越える者をいう。

（２）最近1年間において、当社グループの主要取引先又はその業務執行者

　　当社グループの主要取引先とは、当社グループが製品又はサービス等を提供している取引先であって、事業年度における取引高が連結売

　 上高の2％を超える者をいう。

（３）最近1年間において、当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、公認会計士等の会計専門　

　 家、弁護士等の法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合には、当該団体に所属する者）

　　 多額の金銭とは、役員報酬以外に事業年度につき1,000万円を超える財産をいう。

（４）以下に掲げる者の近親者

　 近親者とは、配偶者及び二親等内の親族若しくは同居の親族をいう。

　 ａ．（１）から（３）においては、重要な業務執行者

　　 重要な業務執行者とは、部長クラス以上の者をいう。以下同じ。

　 ｂ．子会社の重要な業務執行者

（５）最近10年間において、当社グループの業務執行者

（６）最近1年間の連結事業年度末において、実質的に当社グループの議決権10％以上の株式を保有する主要株主である者。（当該主要株主

　　が法人等の団体の場合、取締役、監査役、会計参与、執行役、執行役員、又は支配人その他の使用人）



（７）前各号の定めにかかわらず、その他、当社グループと利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

　社内取締役の報酬には、職務執行の対価として株主総会で決議された報酬限度額範囲で月次定額で支払われる「基本報酬」及び、業績の対価
として株主総会の承認を経て支払われる「取締役賞与」があります。また、「基本報酬」のうち一定額を役員持株会に拠出して、当社株式を購入す
ることとし、取得した株式は、原則として取締役在任期間中保有することとしております。なお、平成30年６月22日開催予定の第42期定時株主総会
にて、取締役（社外取締役を除く）に対し、新たに、業績連動型株式報酬（パフォーマンス・シェア・ユニット）制度を導入する議案を付議いたします。

　社外取締役については、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で月次定額で支払われる「基本報酬」のみを支給することとしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　平成29年3月期における取締役の報酬は、取締役６名に対して108百万円、うち社外取締役２名に対して8百万円であります。なお、報酬等の総
額が1億円以上である役員はおりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　社内取締役の報酬は、職務執行の対価として株主総会で決議された報酬限度額範囲で月次定額で支払われる「基本報酬」及び、業績の対価と
して株主総会の承認を経て支払われる「取締役賞与」があります。また、「基本報酬」のうち一定額を役員持株会に拠出して、当社株式を購入する
こととし、取得した株式は、原則として取締役在任期間中保有することとしております。なお、平成30年６月22日開催予定の第42期定時株主総会に
て、取締役（社外取締役を除く）に対し、新たに、業績連動型株式報酬（パフォーマンス・シェア・ユニット）制度を導入する議案を付議いたします。

　社外取締役については、「基本報酬」のみを支給することとしております。

　取締役の報酬については、透明性・公正性を確保する観点から、「役員報酬規程」に基づき社外役員を半数以上とする任意の報酬委員会からの
提案により、取締役会で協議の上、決定することとしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役には、社内の重要会議で審議・報告された資料が配布されております。

　社外監査役には、社内の重要会議で審議・報告された重要な事項については、常勤監査役より随時報告されております。

　取締役会資料は、全取締役及び監査役に事前配布され、充実した会議の運営に努めております。また、必要に応じ、事前説明を行っておりま
す。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

前田　眞也 相談役
必要に応じ経営陣の相談に応ず
る他、助言を行う。

非常勤、無報酬 2005/6/17 １年更新

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名



その他の事項

相談役又は顧問を選任する場合は、社内規程に基づき、取締役会の決議を経て委嘱する。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、株主総会及び取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を置き、また、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と
各部門の業務執行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るため執行役員制度を導入しております。

(1)当社の取締役は社外取締役３名を含む７名であり、取締役の任期は、株主の取締役に対する信任投票の機会を増やすため、１年としておりま

す。

取締役の候補者指名は取締役会決議としております。

「取締役会」は月１回以上開催し、臨時の取締役会は必要に応じて随時開催しております。監査役も出席して議論することにより経営の監督機能

の強化を図っております。

取締役の報酬は、株主総会で承認された額の範囲内で取締役会決議としております。

また、当社の監査役は社外監査役２名を含む４名であります。監査役の候補者指名は監査役会の同意を得て取締役会決議としております。「監

査役会」は月１回以上開催し、臨時の監査役会は必要に応じて随時開催しております。監査役の報酬は、株主総会で承認された額の範囲内で監

査役の協議によって定めております。

(2)当社は、執行役員制度を導入し、取締役会による経営の意思決定及び業務執行の監督と執行役員による業務執行に役割を分離し、意思決定

の迅速化と責任の明確化を図っております。

経営執行会議は月１回以上開催し、社内取締役及び執行役員９名（うち女性は１名）、子会社役員１名が出席して取締役会が決定した経営の基

本方針と戦略に則り、業務の実行計画の策定と執行を行っております。なお、議題等の重要性に応じて適宜、常勤監査役が出席しております。

(3)部門長連絡会は、日常の業務執行の統制及び管理を行うため毎月１回開催しております。当連絡会は、社内取締役及び執行役員、部門長、子
会社役員で構成しております。なお、議題等の重要性に応じて適宜、常勤監査役が出席しております。

(4)各監査役は取締役の職務の執行状況を監査し、監査役会において報告、協議または決議を行い、必要に応じて取締役会に報告しておりま

す。

また、会計監査人、監査室と連携を図り監査の実効性が上がるよう努めております。

内部監査は、代表取締役社長に直属の監査室を置き、業務監査を実施しております。室員は３名であり、監査結果は代表取締役社長に直接報

告され、その後の改善状況を随時フォローするとともに、監査役にも定期的に報告する等、監査役監査との連携を図っております。

(5)当社は、会計監査を有限責任監査法人トーマツに依頼しており、監査契約のもと会社法監査及び金融商品取引法監査を受けております。

(6)コンプライアンス委員会は、委員長を社長とし、委員は関連部門長で構成され、事務局は総務部が務めております。当委員会は、月１回開催さ

れ、法令順守状況のチェックを行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は監査役会を設置し、監査役による経営監視の体制が有効であると判断し、監査役会設置会社を採用しております。

現在、取締役７名（うち社外取締役は３名）、監査役４名（うち社外監査役２名）を選任しております。

監査役会は、常勤監査役１名、監査役（非常勤）１名、社外監査役（非常勤）２名で構成しており、それぞれ当社の業界に対する高い見識や財務・
会計に関する知見など専門性を持ち、公正かつ独立した立場から監査を行っております。

また、社外取締役は、それぞれ当社と同業界の企業の要職を歴任されており、その専門的知識と幅広い実績に基づき、当社の経営に対する適切
な監督・助言が期待されます。

現体制のもと、今後もコーポレート・ガバナンスの向上が図れると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 集中日より概ね１週間早く定時株主総会を開催しております。

その他

株主総会の招集通知及び決議通知並びに臨時報告書を当社ホームページに掲載してお
ります。

第42期定時株主総会を平成30年６月22日開催する予定でありますが、招集通知の発送
日は３週間前の平成30年５月31日を予定しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

金融商品取引法等の関連諸法令及び東京証券取引所が定める「上場有価証
券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」に則り、迅速、正確かつ
公平な会社情報の開示を行うことはもとより、適時開示規則に該当しない情報
についても投資者の投資判断に役立つ情報を可能な限り迅速かつ公平に開
示することを基本方針といたします。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 個人投資家向け説明会を開催しています。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半期に１回開催し、代表取締役社長より説明しております。説明会の内容は、
当社ホームページより動画配信しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
「決算短信」、「決算説明会資料」、「有価証券報告書」及び「四半期報告書」並
びに「決算のご報告」などＩＲ資料を掲載。

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ担当部署は総務部。ＩＲ担当役員は執行役員 大河原 通之、ＩＲ事務連絡責

任者は、総務部長 岩井 克志。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「株主・顧客・社員並びに社会の信頼に応える公明正大・自主独立の経営を行う」と当社の
社内規則である「取締役行動規範」に規定

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

・地域社会への貢献の観点から「横浜市 水のふるさと道志の森基金」の活動に賛同し、ボ

ランティア参加を含め活動をサポートしています。

・災害対策用の備蓄食料品の一部をフードバンクへ寄贈しています。

・「横浜サンタプロジェクト」に協賛し、また、当社社員が「清掃サンタ」となって横浜のみなと
みらい地区を清掃するボランティア活動に参加しています。

・環境省が展開する気候変動キャンペーン「Ｆｕｎ to Share」へ、当社は賛同し、クールビス

及びウォームビズの推進によるエアコンの適温設定やグリーン購入の推進など、豊かな低
炭素社会づくりに向け取り組んでおります。

・エコキャップ回収活動に継続して取り組んでいます。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「当社の利益を損なう可能性ある場合を除き、社会に対して当社の事業運営上の情報を自
主的に開示する」と当社の社内規則である「取締役行動規範」に規定

その他 当社の執行役員は９名です。内、１名が女性です。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

1. 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（1）「取締役会行動規範」に則り、株主・顧客・社員並びに社会の信頼に応える公明正大・自主独立の事業経営を行う。また、内部統制に必要な

体制を整備し、法令並びに諸規則を遵守する。

（2）「ハイマックス企業行動基準」に従い、法と正しい企業倫理に基づき行動し、豊かな社会を実現するよう、全役職員に周知徹底する。

（3）コンプライアンス委員会を設置し、法令遵守の指導及び監視などを行う。

（4）内部統制推進委員会を設置し、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適正な提出に向

け、財務報告に係る内部統制の整備を行う。また、継続した運用、評価及び有効性向上のための取り組みを行う。

（5）監査室は、業務について適法性、妥当性の観点から内部監査を行う。

（6）法令上疑義のある行為などに関する相談または通報の適正な処理の仕組みとして「内部通報規則」を定め、法令遵守の実効性を高める。

（7）反社会的勢力との一切の関係を遮断することを基本方針とし、担当部署を設け有事の際には外部専門機関及び法律の専門家に速やかに報

告・相談できる体制を構築する。

2. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（1）取締役の職務の執行に係る情報の保存方法及び保存期限などは、「文書保存規則」に従い管理する。

（2）必要に応じて、取締役、監査役、会計監査人などが閲覧可能な状態を維持する。

3. 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（1）事業活動に伴う損失の危険の管理に関しては、各取締役及び執行役員が自己の分掌範囲について、規則に従い、取締役会及び経営執行会

議で審議し、また、必要に応じて専門性をもった委員会を設置するなど、事前に損失の危険の回避または最小化を図る。

（2）緊急かつ重大な損失の危険が発生した場合は、「危機管理規則」に基づき、社長を本部長とする対策本部を設置し、速やかに必要な対応を

図る。

4. 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（1）執行役員制度を導入し、取締役会による経営の意思決定及び業務遂行の監督と、執行役員による業務執行に役割を分離し、意思決定の迅

速化と責任の明確化を図る。

（2）取締役会は月1回以上開催し、監査役も出席して議論することにより経営の監督機能の強化を図る。また、業務の効率性及び正確性などを高

めるため、分掌及び決裁の基準などを明確に定める。

（3）経営執行会議は月１回以上開催し、業務執行取締役及び執行役員などが出席して取締役会の決定した経営の基本方針と戦略に則り、業務

の実行計画の策定と執行を行う。また、業務執行取締役以外の取締役及び常勤監査役には、本会議資料が提供され、必要に応じて出席する。

（4）部門長連絡会を月１回開催し、業務執行取締役及び執行役員並びに部門長が出席して業務執行の統制及び管理を行う。

5. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ.子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

(1)子会社の管掌取締役を選任し、「子会社および関連会社管理規則」に従い、事業運営の監督・指導を行う。また、経営上重要な事項を決定す

る場合は、当該規則に基づき、当社への事前協議などが行われる体制を構築する。

(2)部門長連絡会には子会社の代表者も出席して、業務の進捗状況などの報告・審議を行い、適切な対応を図る。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)子会社に緊急かつ重大な損失の危険が発生した場合は、「危機管理規則」に基づき、社長を本部長とする対策本部を設置し、速やかに必要な

対応を図る。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社グループの中期経営計画を策定し、当該計画の方針に従い年度計画を定める。

(2)子会社の財務・経理業務を当社が受託し、当社グループの経営数値などを迅速に把握する。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)子会社は、当社と同様の「取締役会行動規範」を定め、株主・顧客・社員並びに社会の信頼に応える公明正大・自主独立の事業経営を行う。

(2)コンプライアンス委員会には子会社の取締役も出席して、当社グループの法令遵守の指導及び監視などを行う。

(3)内部統制推進委員会には子会社の取締役も出席して、当社グループの財務報告に係る内部統制の整備を行う。

(4)監査室は、子会社に対して、業務について適法性、妥当性の観点から内部監査を行う。

(5)法令遵守の実効性を高めるため、当社グループの内部通報制度を整備する。

6. 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独

立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項

(1)監査役の業務を補助するための適切な人材を配置する。

(2)監査役の職務を補助すべき使用人の任命、異動、評価などの決定については、監査役の事前の同意を得ることとする。

(3)監査役の職務を補助すべき使用人には、監査役の指示による調査の権限を認める。

7. 当社の監査役への報告に関する体制

イ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

(1)取締役及び使用人は、取締役会または経営執行会議などにおいて、随時その業務の執行状況を監査役に報告する。また、監査役は必要に応

じて取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

(2)取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、または、職務執行に関する不正行為、法令・定款に違反する重大な事

実などを発見した場合は、速やかに監査役に報告する。

(3)監査室は、「内部通報規則」による通報の状況を定期的に報告する。

ロ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制

(1)監査役は必要に応じて子会社の取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

(2)当社グループの取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、または、職務執行に関する不正行為、法令・定款に違

反する重大な事実などを発見した場合は、速やかに監査役に報告する。

(3)監査室は、当社グループの「内部通報規則」による通報の状況を定期的に監査役に報告する。



8. 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

(1)当社は、監査役へ報告をしたことを理由として当社グループの役職員に対し、不利益となる取扱いを行わない。

(2)当社グループの「内部通報規則」において、当該通報をしたことを理由として通報者を解雇その他いかなる不利益な取扱いも行わない旨を明

記している。

9. 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

(1)当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用に対し、予算枠を設ける。

(2)監査役が必要に応じ会計監査人・弁護士などの外部専門家に相談する場合、その費用を負担する。

10. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)代表取締役と定期的な会合を通じ、相互認識を深める。

(2)会計監査人とは、監査計画の報告を受け、監査立会い及び適時に意見や情報の交換を実施するなどの連携を行う。

(3)監査室とは、緊密な連携を保ち監査の効率を高める。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

1.　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社創業の理念である「公明正大」「自主独立」の下、「ハイマックス企業行動基準」を定め、法と正しい企業倫理に基づき行動し、豊かな社会を実
現することとしております。そのために反社会的勢力との一切の関係を遮断し、排除することとして、「反社会的勢力排除に向けた規則」にて次の
ような基本方針を定めております。

(1)反社会的勢力との関係を一切持たない。

(2)反社会的勢力による被害を防止するために、警察・弁護士等の外部専門機関と連携し、組織的かつ適正に対応する。

(3)反社会的勢力による不当要求には一切応じず、毅然として法的対応を行う。

(4)反社会的勢力への資金提供や裏取引を行わない。

(5)反社会的勢力の不当要求に対応する役員及び社員等の安全を確保する。

2.　その整備状況

反社会的勢力排除に向けた体制と役割として、総責任者を社長、対応責任者を管理本部長とし、主管部署を総務部に置きコンプライアンス委員会
にて、反社会的勢力との関係を未然に防止する様努めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．コーポレート・ガバナンスの体制は、別添１の通りです。

２．適時開示体制の概要

（1）開示に関する基本的な考え方

当社は、金融商品取引法等の関連諸法令及び東京証券取引所が定める「有価証券上場規程及び同規定施行規則に定める適時開示等に関する
規則（以下「適時開示規則」）」に則り、迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を行うことはもとより、適時開示規則等に該当しない情報についても
投資者の投資判断に役立つ情報を可能な限り迅速かつ公平に開示することを、基本方針としております。

（2）社内体制の状況

イ.定例の「取締役会」は毎月１回開催し、業務執行の決定と監督を行っております。また、臨時の取締役会は必要に応じて随時開催しております。

ロ.常勤の取締役及び執行役員等で構成される「経営執行会議」は、取締役会の決定した経営の基本方針と戦略に則り、日常の業務執行の統制
及び管理を行っております。

ハ.両会議で審議または報告される事項は、事務局である総務部に各部門（子会社を含む）より伝達されます。

ニ.両会議で決議等した重要事項については、「適時開示規則」に則り、情報取扱責任者及び総務部で開示の要否を判断しております。また、開示
の必要があると判断した場合、総務部が開示資料を作成し財務部等の開示事項関連部門長のレビューを受け、取締役会または代表取締役社長
の承認を得た後、速やかに開示しております。

ホ.決算数値に関する開示事項は、財務部が作成しております。また、定性的情報に関する文章は、総務部が各関連部署より提示される根拠資料
をもとに作成しております。

ヘ.監査役は、開示される企業情報の透明性と信頼性を確保するために、取締役または執行役員が適切な情報開示の体制を構築し運用している
かを監視しております。

ト.内部情報の管理及び内部者取引の未然防止のための「内部者取引管理規則」を定めております。当規則では各部門長を情報管理者とし、重要
情報が発生または発生する恐れがある場合、直ちに情報管理責任者に報告することとしております。また、役職員が当社株式等を売買する場合、
情報管理責任者の事前承認が必要であります。その情報管理責任者は適時開示を担当している情報取扱責任者を兼務することにより、実効性を
高めております。

チ.内部監査は、代表取締役社長に直属の監査室を置き、業務監査を実施しております。

以上の模式図は、別添２の通りです。

（3）適時開示情報等の公表

適時開示規則に該当する情報については、東京証券取引所への事前説明を行った上で、同取引所が提供する「適時開示情報伝達システム」
（TDnet）を利用して開示しております。

また、公平な情報開示を行うため当社のホームページにおいて開示情報や投資者の投資判断に役立つ情報を可能な限り掲載していく所存であり
ます。
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